
＜平成２７年１２月  第４回定例会定例会議事録より＞ 

◆１３番（山本みちよ君） 

空き家対策の充実についてであります。 

１点目、空き家の活用についてお尋ねいたします。 

本格的な少子高齢化社会を迎えるに当たり、今後増加が懸念される課題の一つ

に空き家問題があります。これまでにも老朽化が進み、適正な管理がされてい

ないことによる環境や景観、また防災や衛生などについての改善を求める要請

が近隣住民から寄せられております。 

このことは、立川市のみならず全国的な課題であり、その対策が望まれてきま

した。そして、国においては、ことし２月の一部施行を経て、５月 26日に空家

等対策の推進に関する特別措置法が全面施行されました。 

この特措法及び特措法ガイドラインでは、地方自治体に対して空き家の実態調

査や空き家等対策計画の策定、またデータベースの整備などを行うこととあり、

これまで以上に実効性のある空き家対策が講じられていくものと思います。 

中でも今回の特措法の施行により、特に長い間、危険な空き家に悩んでこられ

た近隣の方たちの期待は大きいものであると感じております。 

先日の新聞報道によりますと、今回の空家等対策の推進に関する特別措置法の

全面施行を受け、町田市では空き家対策への本格的な取り組みを行うために、

対策審議会や空き家のデータベース化などを盛り込んだ町田市空家等の発生の

予防、適切な管理及び活用の促進に関する条例案を市議会 12月定例会に提出す

るとありました。 

特措法の制定により、これまでよりも踏み込んだ対策が実行できることになっ

たとはいえ、危険な空き家を特定空家に認定するのは地方自治体であり、今後

この判断基準ともなる立川市としての空き家条例の制定の必要性が高まってく

るものと考えます。 

また、今回施行された特措法では、こうした危険空き家だけではなく、現状の

まま利用できる空き家の利活用対策も含まれたものとなっております。 



今後の対応を考えてみたときに、まずは市民が相談しやすいようなわかりやす

い窓口の設置も必要であると考えます。 

そこで伺います。 

立川市における空き家対策についての相談窓口の設置と管理体制の明確化や情

報共有のあり方なども含めた体制づくりが必要と考えますが、このことについ

ての立川市の現状と課題、また今後の方向性について見解をお伺いいたします。 

また、先ほども述べましたが、今回の特措法では、危険空き家対策だけではな

く、その前段階の危険空き家にしない予防策として、空き家の利活用について

も盛り込まれております。 

空き家の利活用を進めていくにしても、また危険な空き家への対策をとるにし

ても、まずは立川市における空き家の現状把握が必要であると考えます。 

そこで伺います。 

立川市では現在、空き家の実態調査はどのように行っているのか。また、現状

調査の必要性をどのように考えているのか。今後の方向性とあわせてお示しく

ださい。 

２点目、立川市空き家等の適正管理に関する条例の制定について伺います。 

５月の空家等対策の推進に関する特別措置法が全面施行されたことで、先ほど

も触れましたとおり、これまで適正に管理されてきたとは言いがたい、いわゆ

る危険空き家の近隣住民の方にとっては、この特措法によって行政代執行など

が可能になったことから、長年にわたる案件が解消できるのではないかといっ

た期待を持たれております。 

確かに今回、法の根拠はできましたが、その空き家自体を危険空き家と判断し、

特定空家への認定を行うのは各自治体でございます。 

こうした判断基準のバックボーンとして立川市でも措置法のガイドラインに基

づいた条例制定に臨む必要があると考えますが、市の見解を伺います。 

 

 



◎市長（清水庄平君） 

まず、去る５月 26日に施行された空家対策の推進に関する特別措置法には、適

切な管理が行われていない空き家等が防災、衛生、景観等の地域住民の生活環

境に深刻な影響を及ぼしていることに鑑み、地域住民の生命、身体または財産

を保護するとともに、その生活環境の保全を図り、あわせて空き家等の活用を

促進するための市町村の施策が定められているところであります。 

本市におきましては、市民生活部がこの対策に当たっており、現在、空き家の

利活用については住宅課が、特定空家等の対策については現在生活安全課が中

心となって市民の相談窓口となり、庁内連携を図りながら対応していくことと

なっております。 

 

◎市民生活部長（渡辺晶彦君） 

空き家の部分で市内の空き家の調査状況についてということでございます。 

平成 25年 10月に行われました総務省の住宅土地統計調査によれば、市内には

9,010戸の空き家があり、そのうち賃貸用や売却用の空き家及び別荘などふだん

人の住んでいない二次的住宅を除くその他の空き家というものが 1,550 戸と推

定されております。 

空き家活用の方法につきましては、市として一戸建ての空き家について調査を

して、建物の立地や老朽化の度合い、間取り等情報を把握する必要があります。 

次に、その空き家の所有者とその利活用希望者との間の協議の場というものが

必要であるのかなというふうに考えてございます。 

続きまして、条例を制定すべきかどうかというその見解についてでございます。 

空き家が大きな社会問題となって、国が対策に乗り出して空家対策特別措置法

が制定された現状におきましては、市といたしましても一定の対応が必要であ

り、その一つの手段として条例制定ということがあるというふうには承知して

おります。 

ただ、空家対策特別措置法は、空き家の利活用と、それからいわゆる危険空き

家に対する対応とを含めた空き家対策の総合的な法制度であり、その趣旨に沿



った条例を制定するに当たっては、同時にこの条例の運用に耐えうる組織体制

というものの構築も不可欠であるというふうに考えております。 

そういう意味で、すぐに条例を制定する方向ではございませんが、当面の空き

家対応に係る事務の運用等については検討してまいりたいというふうに考えて

おります。 

 

◆１３番（山本みちよ君） 

では、順番に空き家の活用についてからいきたいと思います。 

現状、市民生活部、また利活用できるものは住宅部ということで、それぞれの

課で分けているという対応をされているということであります。 

市民の側からしますと、当然できれば担当窓口が一本化されてワンストップで

相談ができる、そういう体制が望まれるところでありますが、今後の検討の中

で空き家対策の担当課になるのか、またはそれぞれの課から出ていただいてチ

ームになるのか。いずれにいたしましても、悩んでいらっしゃる市民の方が、

何かたらい回しにされたなと、そのことが感じることがないような組織づくり

を検討いただきたいと思います。 

空き家の現状掌握もされているようでございますが、先ほどお話がありました

ように、その使える空き家をどのように活用していくかということでコーディ

ネートの役割は非常に大切だと思います。 

そうした努力によって、この危険空き家というものが減少していくかなと思い

ますけれども、そうした意味で有効な手段の一つが有効利用であります。 

世田谷区では、地域共生まちづくりとして、一般社団法人世田谷トラスト、こ

うした中間支援組織、こちらが活躍しておりまして、民有のおうちや、また庭

を地域に開いて活用する、そうした取り組みを行っているそうであります。 

そのことによって、お互いのニーズがよく把握できるということで、地域の交

流拠点として子どもから高齢者までの居場所にと空き家の利活用が進んでいる

と。今後、このことが地域包括ケアシステムの推進を考える上でも意義のある

取り組みではないかと考えます。 



我が立川市におきましても、こうした先進事例のように福祉的な活用、また地

域のコミュニティとしての居場所、交流の場としての活用も視野に入れて進め

ていくことができないものかと考えますが、この点についての市のお考えをお

聞かせください。 

次に、立川市の空き家等の適正管理に関する条例の制定についてでございます。 

この必要性については、一定必要だということでございますが、総合的な対策

を見ながら、今後また検討されていくのかなと思います。 

そうした中で、今回のこの特措法の中で、今までできなかった課税関係情報、

この活用ができるということは一つ大きな踏み込んだ対応ができるということ

だと思いますけれども、今回、条例までいかないけれども、事務の運用をして

いくということで答弁があったわけですが、こうした事務の運用の中でも課税

関係情報といったものの活用は可能なのかどうか、この点についてお伺いいた

します。 

 

◎市民生活部長（渡辺晶彦君） 

まず、第１点目の空き家の利活用ということで、世田谷区の例を出していただ

きました。 

先ほども言いましたように、空き家の利活用につきましては、どういう状態な

のかという情報をまず把握するということと、それから空き家の所有者と利活

用したいという方の間のマッチングをするための協議の場、そういうものと、

それからそこに発生するいろいろな課題の支援がどういうふうにできるのかと

いう、それが国とか東京都の制度を活用して適切な支援ができるかという、こ

ういう三つのステップというのが必要になると思います。 

それを各自治体がどういうふうにやっていくのかというので協議をするという

ので、居住支援の連絡会とか協議会みたいなのをやっていくところとか、ＮＰ

Ｏ法人を交えてやっていくところとか、それぞれケースバイケースでございま

す。また、地域によってもそれぞれ違うというふうに考えております。 

本市におきましても、今住宅マスタープランの改定でいろいろ検討はしてござ

いますので、どういう方法がいいのかというのも踏まえて、またこれは今後の



課題にもなっていくのかなと、そういう意味では研究して検討していく必要が

あるというふうに考えております。 

２点目の条例化の部分で課税の税情報の活用ということでございます。 

空き家の所有者、管理者を特定するということは、空き家に対応する上で最も

重要なものであります。従前、所有者と接触できない場合、登記簿や近所の方

から聞き込み等、限られた方法でしか情報というものを入手することができま

せんでした。 

今回、空家対策特別措置法の制定により、空き家等の所有者や管理者等を把握

するために、市が所有する固定資産税の情報等、内部の利用が可能になったと

いうことから、市といたしましても現在、具体的な事務手続について整理する

など、情報活用のための準備を進めているというところでございます。 

 

◆１３番（山本みちよ君） 

空き家の活用につきましては、またマッチング等さまざまなところで御協議い

ただいて進めていただきたいと思います。 

特に何らかの理由によって空き家を保有することになってしまった当事者の方

たちに対処法を知っていただくことは、一番最初の第一歩になると考えます。 

12月 19日には、東京司法書士会主催の電話相談による無料相談、空き家問題

110番が行われると聞いております。この電話相談では、空き家を保有されてい

る当事者の方の相談も受け付けるということでございます。 

立川市でも受け付け窓口も含めた組織体制の検討に入ることになるかと思いま

すけれども、このような相談窓口を紹介するなど、今ある民間の活用も進めて

いっていただければというふうに思いますので、よろしくお願いいたします。 

空き家の活用については、そういうことでお願いいたします。 

次に、立川市空き家の条例の件でございますけれども、当面の課題解決には、

現体制でしっかりと取り組んでいっていただきたいと思います。 



また、危険空き家を特定空家へと認定していくこと、将来的にはこういったケ

ースも必ず出てくるかと思います。近い将来、こうした空き家等の適正管理に

関する条例の策定は必要になっていくと考えます。ぜひとも先進市を参考にし

ていただきながら、空き家条例の制定を早急に進めていただくよう要望とさせ

ていただきます。 

次に、障がいのある人もない人も共に暮らしやすい立川、このことも今後とも

さらなる周知を進めていただきながら、ぜひ市民の理解が深まったなと実感が

あるような、こうした推進をよろしくお願いいたします。 


